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第 1章 はじめに

第 2次世界大戦の終戦によって再燃した中華民
国における国共内戦1）の中で、1949年 10月 1日、
中国共産党は中華人民共和国を建国した。共産党
と対立していた中国国民党は、中国大陸から台湾

へと敗走することとなり、中華民国政府を台湾の
首都である台北へ移転する2）。台北へと移転した
国民党は、武力で中国大陸を奪還する「大陸反
攻」をスローガンとして掲げた3）。これに対して

論 文

冷戦期の台湾をめぐる
米中対立のエスカレーション回避の分析

──第 1次台湾海峡危機を対象に──

内山杏カタリナ瞳

───────────────
１）20世紀前半の中国大陸における内戦。中国国民
党及び中華民国政府率いる国民革命軍（後の中華
民国国軍）と中国共産党率いる中国工農紅軍（後
の中国人民解放軍）との間で行われた。国共内戦
は第 1次国共内戦（1927-1937）と第 2次国共内
戦（1946-1950）に分けられるが、ここでは第 2
次国共内戦を指す。

───────────────
２）本稿では、五十嵐（2021a）にならい、特に断ら
ない限り「台湾」とは、中華民国政府が実効支配
を続けている全領域を指すが、台湾島、澎湖諸
島、金門、馬祖など個々の諸島を表す場合は台湾
島を指す。「中華民国政府」とは、その実効支配
領域の変化や国際的承認の如何を問わず、1947
年の憲政移行後の中華民国政府を指し、略称を
「華」とする。なお、「中華人民共和国」について
は、その国名の略称を「中」とする。中華民国の
軍隊は、1947年の憲政移行後の「中華民国国軍」
を指し、その略称を「国軍」とする。中華人民共
和国の軍隊は、中国共産党によって 1927年に建
軍された「中国人民解放軍」を指し、その略称を
「解放軍」とする（五十嵐 2021a: 39、注 1）。

３）中華民国の大陸反攻について取り扱う先行研究と
して、以下を挙げる。
・五十嵐（2019）：42-57（1970年代初めのニク
ソンショックに起点を置き、中華民国の大陸反
攻政策の転換を考察している）。

・五十嵐（2020）：1-19（蒋経国が行政院長期の
中華民国の国防について、当時の攻守一体政策
のもとで大陸反攻政策がどのように建てられた
かを検討している）。

・五十嵐（2021a）：39-57（第 2次台湾海峡危機
発生後の大陸反攻政策に対する米華の見解の相
違を、「蔣介石＝ダレス共同コミュニケ」を中
心に分析している）。

・五十嵐（2021b）：2-33（蒋経国が総統期の中華
民国の国防建設を題材に、中華民国の中で大陸
反攻が変化していく流れを考察している）。

・石川（2007）：118-132（中華民国が実際に大陸
反攻を試みた 1962年を中心に、ケネディ政権
における大陸反攻への対応を考察している）。↗
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共産党も、台湾を武力で制圧して中国統一を成す
ことを目指し「台湾解放」をスローガンとして掲
げた。こうして共産党率いる中華人民共和国と、
国民党率いる中華民国は、台湾海峡を境として中
国大陸の「正統政府」をめぐって対立してゆく。
こうした対立の中で起きた事件を台湾海峡危機4）

といい、第 1次（1954-1955）、第 2次（1958）、
第 3次（1995-1996）の 3つに分類され、いずれ
の危機も全面戦争には至っていないことが特徴で
ある。このうち、第 2次と第 3次は第 1次で一旦
は収まりを見せた危機の再開として受け取ること
ができ、また、国際社会における中華民国の位置
づけやアメリカの対中政策の変遷はあれど、現在

の中華人民共和国と中華民国、そしてアメリカと
の国際関係は第 1次台湾海峡危機によって形成さ
れたと考えられる。
本稿では、台湾海峡危機がなぜ全面戦争へと至
らなかったのか、そのエスカレーション回避の要
因について、現在の米中華の国際関係を形成した
と考えられる第 1次台湾海峡危機を中心に取り扱
う。
冷戦期の米中関係について分析する中で第 1次
台湾海峡危機について触れる研究は数多く存在す
るが、第 1次台湾海峡危機において中華人民共和
国と中華民国の正面衝突が回避され、紛争がエス
カレートしなかった要因について重点的に言及す
る論文は現時点では見受けられない。そこで、本
稿では冷戦期の米中対立に関する先行研究5）を整
理し、そこから読み取れる第 1次台湾海峡危機の
エスカレーション回避の要因を分析、解釈するこ

───────────────
↘ ・米（2017）：62-76（1960年代後半、国府が大

陸反攻実現のために韓国・ベトナムと結ぼうと
していたアジア反共同盟について、八六海戦で
中華人民共和国に惨敗して大陸反攻の可能性の
低さを知った国府が、東アジアの情勢の変化に
対応した地域政策へと見直しをしたとしてい
る）。

・森（2019）：1-30（1970年代以降に国際的に孤
立した中華民国政府の外交的失敗の一因を探る
ため、1950年代の大陸反攻政策の中で中華民
国の対外政策機構がどのように改革されたかを
検討している）。

４）台湾海峡危機とは、中国大陸を支配する中華人民
共和国と台湾を支配する中華民国が「中国の正統
政府」をめぐって台湾海峡を挟んで争い、その緊
張が全面戦争を目前とするまでに高まった事件の
総称である。なお、2022年 8月 2日から 3日に
かけて行われたナンシー・ペロシアメリカ合衆国
下院議長の台湾訪問を受けて、8月 4日から中華
人民共和国による台湾周辺での軍事演習が開始さ
れた。この件を第 4次台湾海峡危機と主張する説
もあるが、この説については学術的研究が深めら
れていないため、本稿では従来通り台湾海峡危機
は第 3次までと規定する。
また、台湾海峡危機について取り扱う先行研究

として、以下を挙げる。
・泉川（2003）：26-41（第 2次台湾海峡危機につ
いて、中華人民共和国側がなぜあえてアメリカ
との軍事的衝突を引き起こすような行動をとっ
たのかという疑問を呈している）。

・前田（1995）：149-180（米華相互防衛条約が中
華民国の「台湾化」を促したと指摘している。
台湾海峡危機の主要なアクターとしては米中台
の 3カ国とソ連が主流であるが、この論文では
イギリスも含まれている）。

───────────────
５）冷戦期の米中関係を取り扱う先行研究として、以
下を挙げる。
・明石（1960）：30-46（第 2次世界大戦後から

1960年までのアメリカのアジア政策を分析・
批判し、日本・中国・台湾・韓国・北朝鮮・イ
ンドなどアジア全体を包括的に対象としてい
る）。

・伊藤（1998）：118-132（1970年代のアメリカ
の対中接近による日米中の関係性の変化を分析
し、台湾問題を日米中の関係を左右する 1つの
要因として描いている）。

・佐藤、久保田（2007）：11-40（台湾海峡におけ
る米中華の「現状維持」政策の微妙な変化を時
系列で分析している）。

・戴（1967）：72-87（1955年以降から始動した
米中会談における中華人民共和国の狙いを分析
している）。

・滝田（1998）：103-117（1970年以降の米中接
近について、米中関係を制約した要因は国際的
要因ではなく米中の国内要因と台湾問題にある
としている）。

・吹戸（2015）：107-128（1955年から 1958年の
米国の台湾政策を軍事面・経済面から分析して
いる）。

・前田（2013）：312-288（アメリカがどのような
判断で中華間の武力紛争を封じ込めようと考え
たのかを中心に、1962年の台湾の大陸反攻計
画をめぐる米台関係の検討している）。

・湯浅（1998）：46-59（朝鮮戦争以後のアメリカ
の中国政策を、国務省と軍部の対立という観点
から論じている）。
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とで、近代米中関係史の研究に寄与し、現在の米
中対立を捉えなおすことを目的とする。
分析の手法としては、当時の米中華の関係につ
いて書かれた資料をもとに、アメリカ側の視点を
中心に取り扱う。近年の台湾による外交資料の公
開が促進されていることから、台湾側の視点を取
り入れた研究も参考資料の中に含まれるが、長ら
く蓄積されてきた冷戦期の米中関係についての研
究資料は、依然としてアメリカ側の視点で書かれ
たものが多いため、本稿もこれに依拠する。ま
た、資料は主に 1次資料をもとに作成された 2次
資料を中心に取り扱い、1次資料は追加的に参考
するにとどめている。

第 2章 第 1次台湾海峡危機までの
アメリカの対中政策の変遷

本章では、第 1次台湾海峡危機に至るまでのア
メリカの中国政策6）の変遷を整理する。整理する

にあたり、この間のアメリカの対中政策を①仲介
路線（1945-1947）、②不介入路線（1948-1950）、
③中立化路線（1950-1952）、④解放路線（1953-
1954）という 4つの時期に区分する。こうするこ
とで、なぜアメリカが何度も対中政策の路線を変
更してきたのかということを理解し、第 3章で扱
う第 1次台湾海峡危機が発生して以降のアメリカ
の中国政策を検討できると考えるからである。

第 1節 仲介路線（1945-1947）

第 2次世界大戦の終結後、アメリカ政府は国民
党政府を軸とする統一中国の実現を目指した。し
かし、戦争終結後の中国大陸での国民党政府の支
配地域は中国大陸南西部だけであった。華北7）は
共産党が支配し、華南8）と東部はまだ日本軍が占
領し、満州はソヴィエト連邦（以下ソ連）が占領
していた。要するに、揚子江より北には国民党政
府の基盤はほとんどなかったのである（戴 2001:
68）。戴（2001: 69）では、このような中国の情
勢を受け、アメリカは中国政策について次の 3つ
の路線を選ばなければならなかったとしている。

Ⅰ．アメリカが中国の内戦から手を引いて中国
の行く末を見守るに徹する。
Ⅱ．中国国民党が中国共産党を打倒し、ソ連を
排除するために必要な軍隊と資源を無制限に
援助する。
Ⅲ．国民党政府が中国全土に支配力を確立でき
るようにある程度の援助を与え、中国共産党
側と必要な協定を結ぶことを援助する。

アメリカはⅢの路線を採用し、以来 1945年 12
月に特派大使として中国大陸に送られたマーシャ
ルを代表に、両政府の停戦を求めて国民党政府と
共産党政府の仲介役を担ってきた。その結果、
1946年 1月 10日に国共停戦協定調印、13日に停
戦実施、1月 10から 30日に政治協商会議の開

───────────────
６）ここでいう「アメリカの中国政策」とは、中華人
民共和国建国以前の 1949年 10月までは中華民国
が対象となる。これ以降は、台湾に移転した中華
民国政府と、中国大陸を治める中華人民共和国政
府の両者が対象となる。
なお、第 1次台湾海峡危機時期のアメリカの中国
政策に関する先行研究として、以下が参考にな
る。
・五十嵐（1994）：94-111（アイゼンハワーの政
治理念がアメリカの政策にどのように影響した
かを分析している）。

・袁（1998）：60-83（米華相互防衛条約の締結に
至るまでのアメリカの中国政策の過程を分析し
ている）。

・高坂（1960）：47-60（アメリカの第 2次世界大
戦後の極東政策が現実の中国ではなく、アメリ
カから見た将来の中国のイメージの上に建てら
れたものであるとしている）。

・斎藤（1972）：88-104（冷戦の本質をアメリカ
の資本主義の対外膨張の中に見出しつつ、第 2
次世界大戦末期の国際関係とそれに対するアメ
リカの対応を分析している）。

・坂野、衞藤（1954）：143-160（主に当時の国民
党と共産党の政治戦略を分析し、アメリカがそ
こにどのように介入してきたかを描いている）。

・松本（1998）：84-102（米華相互防衛条約の締
結に至るまでの米華間の過程を分析し、米華相
互防衛条約による現状維持が副次的に「二つの
中国」を形成したとしている）。

───────────────
７）淮河、秦嶺以北の中国大陸を指す。北京市、天津
市、河北省、山東省、山西省が含まれる。

８）淮河以南の中国大陸を指す。広東省、海南省、広
西省（現在の広西チワン族自治区）の 3省が含ま
れる。
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催、2月 25日に国共両軍整編協定の調印など、
マーシャルは調停のための数々の成果をあげた
（五十嵐 2021c: 32；高坂 1960: 50；坂野、衞藤
1954: 148）。
しかし、3月 14日にマーシャルが中国援助に
ついてトルーマン大統領と直接検討するために 1
度帰国すると、蒋介石は停戦協定をやぶり、その
結果満州で戦闘が再発することとなった。この時
の国民党について高坂（1960: 50）は「国民党に
おいては腐敗した官吏と自己の武力──アメリカ
から供給されたものだが──を過信する反動派が
支配的であり、彼らの頑迷さはあらゆる妥協を不
可能にした」と指摘している。慌てて中国に帰っ
てきたマーシャルは 6月 6日、ようやく再度の一
時停戦の調停に成功した。だが、またしても蒋介
石が中国共産党勢力への全面攻撃を行った結果、
満州は共産党軍の支配下となった。マーシャルが
中国共産党とのいかなる約束を成功させてもそれ
らはことごとく蒋介石によって破られたのである
（戴 2001: 70）。そして 1947年 1月 3日、マーシ
ャルはついに調停不可能とみて、トルーマン大統
領によってアメリカに召喚され、7日に国務長官
に指名された（五十嵐 2021c: 32-33；戴 2001:
70）。
マーシャルが停戦に努めていた間、アメリカは

1948年までに国民党政府を支えるために軍事援
助 10億ドル、経済援助 10億ドル、計 20億ドル
を供与していた。このアメリカの莫大な援助のお
かげで圧倒的に優勢だった軍事力も、士気を失っ
た兵士たちが武器とともに降伏することにより
75％が共産党軍の手に落ちたのである（高坂
1960: 50；戴 2001: 70）。このことから、中華民
国国軍は軍事装備の不足が原因で破れたのではな
く、敗北の責任は士気の低下を招くような国民党
政府の指導にあったことがわかる（戴 2001: 70-
71）。
こうして国民党と共産党の協調路線はアメリカ
の仲介もむなしく破綻に終わり、内戦は激化、最
終的に蒋介石率いる国民党政府は台湾への撤退を
余儀なくされたのだった。

第 2節 不介入路線（1948-1950）

国民党と共産党の仲介政策が失敗に終わってか
ら、アメリカ政府は中国内戦を静観しようとする
スタンスを採った。
しかし、反共主義の動きによりこの静観の流れ
は変わってゆく。こうした背景には、チャイナ・
ロビー9）の存在があった。チャイナ・ロビーは反
共主義を煽り、台湾が共産主義者に支配されるこ
とへの危険性を訴えた。こうして中国国民党への
援助を求める声がアメリカで増す中、マーシャル
は中国政策の大きな見直しには抵抗しつつも中国
───────────────
９）アメリカによる蔣介石政権への全面的な援助を求
める、議会外のアメリカの政治団体。もとは日中
戦争中にアメリカからの援助を引き出すため、工
作者としてアメリカに送り込まれた蒋介石夫人の
宋美齢とその兄の宋子文を中心とする団体であっ
た。この 2人はアメリカ国務省の重要人物たちと
親密な関係を築き、アメリカから莫大な援助を引
き出すことに成功したが、1948年のアメリカ大
統領選挙でトルーマンが再選されたことで転機を
迎える。
国民党政府はこの大統領選挙で共和党政権が樹

立して国共内戦における自らへの軍事・経済援助
が拡大し、米軍の援助までもが行われると予想し
ていたため、トルーマンの再選は完全に国民党政
府の期待を裏切るものとなった。この危機に再び
宋美齢夫人がアメリカに送り込まれ、トルーマン
政権に援助を訴えたが、民主党政権はすでに中国
国民党政府を見放してしたためこの作戦は失敗に
終わる。これを受けた宋美齢がチャイナ・ロビー
再建工作に乗り出した結果、中国に利害関係を持
つ貿易業者をはじめとしてアメリカ上院議員、下
院議員、その他銀行家、法律家、新聞編集者など
を味方に引き込んだ。
さらに、蒋介石が共産主義者に敗北した要因は

アメリカが充分な援助を与えなかったからであ
り、これはアメリカ政府内にいる共産主義者の裏
切りによるものであるというキャンペーンを行っ
た。これは、選挙立候補の際にアメリカ政府内の
共産主義者の存在を指摘したマッカーシーの運動
と結び付くこととなった。こうして繰り広げられ
たマッカーシズムとチャイナ・ロビーの運動によ
ってアメリカでは反共主義の嵐が巻き起こり、中
華民国政府の腐敗と無能を理由に蒋介石政権への
援助を否定していた国務省の政策にも多大な影響
を及ぼした。結果、アメリカは中華民国政府への
援助を認めざるを得ない状況へと陥ったのである
（近藤 1994: 98；佐橋 2015: 27-28；戴 2001: 82-
86）。
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援助法の検討を表明し、1948年に中国援助法が
成立する。この法律は最終的にマーシャル・プラ
ンへの財政支出を定める法と一括して成立し、ま
た、軍事援助に転用可能な贈与分を含む内容とな
っていた（佐橋 2015: 28）。このことから、当時
のアメリカ政府が蒋介石への援助を求めるチャイ
ナ・ロビーを中心とした反共勢力と、国民党政権
の腐敗と蒋介石の指導力不足から中華民国への援
助を疑問視する勢力に分断されつつも、反共勢力
の勢いが強かったことが伺える。

1948年の大統領選挙でトルーマンが再選を果
たしたことにより、新たに国務長官に就任したア
チソンは、中国共産党に接近することも視野に入
れていた。しかし、反共主義が高まる中では共産
勢力への柔軟な対応は難しく、結果として国共内
戦の状況が落ち着くのを待ちながら、中ソ離間10）

のための構想を練ることになった。
アメリカ政府内では中国はソ連の力と結合すれ
ば問題となるとされており、中国国民党に期待が
できない中で、国務省は中ソ離間による米中関係
改善に一縷の望みを託したのである（佐橋 2015:
28-29）。アチソンは 1949年 8月の時点で、共産
党による台湾の武力解放が差し迫った場合にアメ
リカが進駐してまでコミットするだけの軍事的価
値が台湾にあるのかという疑問を持っていた（清
水 2019: 45；湯浅 1998: 50）。これに対し統合参
謀本部は、アメリカ軍にとって必要なのは日本・
琉球・フィリピンとつらなるオフショア・アイラ
ンド・チェーンの堅持であるため、台湾の問題は
その防衛という観点から総合的に考えるべきであ
り、状況次第では公然たる軍事力行使もありうる

という立場をとった。一方で、蒋介石を中心とす
る国民党軍との関係を復活し、彼らに台湾を防衛
させるしかないとの見解も併せて示した（清水
2019: 45）。ここで重要なのは、蒋介石の中華民
国政府を支持するということと、台湾の維持につ
いては、アメリカの政策において切り離されて考
えられていたということである（佐橋 2015:
30；清水 2019: 44）。
アメリカ政府内で対中政策の方針に対立があり
ながらも、中ソ離間政策が優先された結果、1950
年 1月 5日にトルーマン大統領は「台湾海峡不介
入」を宣言した。またその 1週間後の 12日、ア
チソンは、台湾はアメリカの不後退防衛ラインの
外にあるとする声明を発表した。
こうして中ソ離間を期待して台湾を切り離した
アメリカだったが、1949年 7月に「向ソ一辺倒」
を宣言した共産党は、アメリカの期待に反して
1950年 2月にソ連と中ソ友好同盟相互援助条約
を締結した。

第 3節 中立化路線（1950-1952）

「台湾海峡不介入」という政策をとったアメリ
カだったが、この路線は約 5か月後、1950年 6
月 24日に朝鮮戦争が勃発したことで大きく変更
することになる。朝鮮民主主義人民共和国の南進
を受けて、27日にトルーマン大統領は台湾海峡
不介入の方針を破棄し、台湾海峡を「中立化」す
る声明を発表した。この「中立化」とは、台湾海
峡にアメリカの第 7艦隊を派遣して中華人民共和
国からの台湾進攻を抑えるだけでなく、中華民国
からの中国大陸への攻撃をも抑止するという意味
を持つ。「不介入」宣言によりアメリカに見捨て
られた蒋介石は「中立化」によって一命をとりと
めたが、蒋介石もまた大陸反攻を束縛されたので
ある。
この中立化宣言においては、あくまで台湾を防
衛することが目的であって、蒋介石の率いる中華
民国政府を支持したわけではない、ということが
重要な点である。1950年 11月 20日、アメリカ
統合参謀本部は台湾の地理的位置について、アメ
リカの戦略にとって極めて重要なだけでなく、中
華民国政府による大陸反攻と中国本土への遊撃戦

───────────────
１０）中ソ離間とは、中国共産党とソ連を引き離そうと

したアメリカの外交政策である。アメリカが支持
していた国民党が国共内戦で劣勢に陥り、その指
導力に期待が見込めなくなった状況で、共産党勢
力とソ連とが結びつくとアメリカにとって重大な
脅威になると考えられていたため、これを阻止し
ようとしたのである。
中ソ離間政策には、ダレスが提唱した中華人民

共和国への禁輸政策や外交的承認及び国連加盟を
拒否するという強硬策と、中華人民共和国にアメ
リカが歩み寄って米中関係改善を図るという柔軟
策があった（湯浅 1992: 202-204；湯浅 1994: 46-
49）。
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の拠点となりうると評価した（五十嵐 2021c:
38）。これに対し、トルーマンと国務省はそもそ
も中華民国による大陸反攻を支持しておらず、朝
鮮戦争に際して台湾をアメリカの軍事拠点にする
ことにも否定的であった（五十嵐 2021c: 38）。
ただ、軍側の主張も一部認められ、台湾を防衛す
るという目的に限った若干の軍事物資の提供が
1951年 1月 30日に決定された（五十嵐 2021c:
38）。このことからも、アメリカ政府は台湾の地
理的重要性を認めたに過ぎないことが伺える。
しかし実のところ、朝鮮戦争の勃発以前からア
メリカの台湾不介入政策は変わり始めていた。具
体的には、1950年の 1月末からすでにアメリカ
による台湾へ 2800万ドルの経済援助が追加され、
6月 2日にはアチソン国務長官がアメリカは共産
主義の拡大を防がねばならないとし、そのために
台湾の確保を示唆した（戴 2001: 87）。戴
（2001）はこのようなアメリカの態度について、
チャイナ・ロビーとマッカーシーが巻き起こした
反共主義の影響であるとしている。一方で佐橋
（2015）では、アメリカが冷戦外交における「信
頼性」を重視していたことが指摘されている。要
するに、アメリカが戦争のリスクを避けるために
台湾を共産主義者の手に渡すと、アメリカと同盟
を結んでいる他の国々が抱く「アメリカは北大西
洋地域とモンロー宣言、リオ条約によって伝統的
にカバーされている米州を除けば強硬な姿勢をと
らないのではないか」という疑念を確信へと変え
てしまうというものである（佐橋 2015: 34-35）。
以上のことから、朝鮮戦争勃発によって台湾海
峡を「中立化」することでアメリカは他の同盟国
に信頼を示す機会を得た。しかし台湾については
その地理的重要性しか認めておらず、中華民国政
府への評価は依然として低いままだったため、あ
くまで防衛的な援助しか認めなかったということ
がわかる。

第 4節 解放路線（1953-1954）

1953年 1月にアメリカ大統領に着任したアイ
ゼンハワーは、2月 2日、一般教書演説でトルー
マンによる台湾海峡の中立化について、アメリカ
の第 7艦隊が共産主義を守る盾として使われてい

ると非難して「台湾中立化解除」を宣言した。こ
れは蒋介石による大陸反攻を解放したと受け取ら
れ、「蒋介石の解き放ち」と言われた政策である。
しかしアイゼンハワーは戦争拡大を望んでいたわ
けでない。7月にはアメリカ政府は国民党政府軍
による福建省上陸作戦を容認したが、全面戦争を
引き起こさない限りにおいて、小規模な攻撃行動
を認めていただけだった。また、ダレス11）は爆撃
機提供の見返りに、軽率な行動をとらないよう蒋
介石に求めた（五十嵐 2021c: 43；佐橋 2015:
42）。
この時期、中華民国政府からアメリカに相互防
衛条約の締結について度々要請されているが、ア
メリカは軍事的関与を保障することによって海峡
有事に巻き込まれることを警戒し、条約締結には
応じていない。このことからアイゼンハワーは中
立化を解除したものの、中華民国による大陸反攻
を実現させるつもりは毛頭なかったことが伺え
る。

第 3章 第 1次台湾海峡危機

本章では、第 2章で確認したアメリカ政府と中
華民国政府の関係を踏まえて、第 1次台湾海峡危
機がなぜ起きたのか、どのように収束したのかを
確認していく。

第 1節 金門島への砲撃

1954年 9月 3日、中華人民共和国の解放軍に
よる金門島への砲撃を受けて、第 1次台湾海峡危
機は開始する。この日は、アメリカがかねてより
設立しようとしていた SEATO（東南アジア条約
機構）の結成会議（マニラ会議）の当日であっ
た。この会議の直前、解放軍は金門島へと大規模
な砲撃を開始した。中華人民共和国政府は、
SEATO 設立に対して以前から反発しており、こ
の年の 7月から激しい台湾解放運動を実施してい
た12）。なぜ中華人民共和国が SEATO 設立を警戒
───────────────
１１）1950年代のアメリカにおけるダレスについて焦

点を当てている資料としては、松岡（1994）を参
考のこと。

１２）1954年 7月後半、香港行きのイギリス民間旅 ↗
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していたかというと、条約に台湾が加入すること
でアメリカによる防衛だけでなく地域的集団安全
保障条約の中に台湾が組み込まれることと、台湾
が国際的な承認を与えられることを恐れたからで
ある（戴 2001: 142）。この激しい台湾解放運動
には、台湾海峡を紛争状態にすることで SEATO
に加入する国々が台湾の加入に反対する空気を作
り上げようとする狙いがあった（戴 2001: 142-
143）。また、中華人民共和国政府は、アメリカが
中華民国と相互防衛条約を締結することによって
中華人民共和国を封じ込め、中国大陸と台湾とを
恒久的に切り離そうとすることを警戒していた
（五十嵐 2021c: 47；佐橋 2015: 44）。
中華人民共和国による金門島への砲撃は、上記
のようなアメリカが主導する SEATO 設立への動
きと、米華相互防衛条約の締結への動きに対する

抗議の意思を示すものだった。
この砲撃を受けてアメリカと中華民国は、緊急
に台湾および大陸沿岸諸島近海の防衛強化の措置
を講じたが、周辺警備の強化という形で極めて慎
重な措置を取るにとどめた。統合参謀本部が行っ
た協議では、金門島の防衛が台湾の防衛に直接的
に関係しているかが論点となり、結果、大陸沿岸
諸島の防衛は「重要」ではあるものの、台湾・澎
湖諸島の防衛という戦略的な観点からは「死活
的」な存在ではないとされた（佐橋 2015: 44；
清水 2019: 48；前田 1995: 154；松本 1998: 89）。
大陸沿岸諸島防衛へのアメリカの関与について、
大陸への攻撃も含めた積極的な防衛支援を行うべ
きとする軍部に対し、アイゼンハワーは金門島の
戦略的な価値は「中華民国国軍の士気を保つ」と
いう心理的な側面以外の重要性はないとして、金
門島防衛に消極的な態度をとった（清水 2019:
48；前田 1995: 156。）13）。

───────────────
↘ 客機が中国側に撃墜され、その中に 6人のアメリ
カ人が含まれていた事件や、アメリカ軍艦隊の空
母の配備にあった支援戦闘機 2機が中国軍戦闘機
の急襲を受けこれを迎撃するという事件は、アメ
リカ上院の雰囲気を一気に対中強硬論へと転換さ
せた（清水 2019: 48；松本はる香 1998: 86）。

───────────────
１３）中国大陸沿岸諸島の防衛政策について大きな影響

を与えたアメリカの国内外の政治事情についてよ
り詳しくは、前田（1995）：155-159を参照のこと。

地図 1 台湾海峡付近
出典：佐橋（2015: xii）
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地図 2 中国東南沿岸部（台湾を含む）空軍基地の位置と沿海島嶼の状況（1954）
出典：福井（2013: 34）

表 1 第 1次台湾海峡危機の勃発から収束までの年表

1954年 9月 3日 マニラ会議当日。解放軍による金門島への攻撃開始

11月 1日 大陳列島への攻撃の再開

12月 1日 アメリカ・中華民国による共同声明発表

12月 2日 米華相互防衛条約の調印

12月 10日 「ダレス＝葉公超交換文書」の署名

1955年 1月 10日 解放軍による大陳島への爆撃の開始

1月 18日 解放軍による一江山島への上陸作戦の開始

1月 19日 アメリカが中華民国へ大陳島放棄案を報告

1月 20日 中華人民共和国による一江山島の支配の開始

1月 29日 アメリカ政府内で「台湾決議」が可決

2月 5日 蒋介石が軍事会議で大陳島からの撤退を決定

2月 6日 中華民国国軍が大陳島からの撤退開始

4月 23日 周恩来がアジア・アフリカ会議で米中交渉を提案

資料をもとに著者作成
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この時のアメリカが陥っていたとあるジレンマ
について、ここで説明しておく。そのジレンマと
は、中国大陸沿岸諸島の防衛のために軍事介入を
すると中ソとの全面戦争を引き起こす可能性があ
り、これを避けるために介入を放棄するとアメリ
カが同盟を結んでいるその他の自由主義諸国から
の信頼を失うというものである。これは、アメリ
カを中心とした自由主義陣営とソ連を中心とした
社会主義陣営という、イデオロギーで同盟国をま
とめて対立した冷戦の国際状況の中で不利に陥
る。冷戦下でのアメリカは、①ソ連との戦争回避
②同盟国の信頼性の維持という 2つの目標を同時
に追及せざるを得ず、それは第 1次台湾海峡危機
においても例外ではなかった14）。
金門島砲撃を受けてこのジレンマに直面したア
メリカは、国連での停戦決議案で台湾海峡を平定
しようとした。こうして 9月 12日、アイゼンハ
ワー大統領は金門島については国連安全保障理事
会での解決を望むとした。この「国連安保理停戦
案」は、国連安保理において中国の軍事行動を
「侵略行為」と位置づけ、台湾海峡危機収束のた
めにアメリカが介入することへの承認を公式に獲
得し、それによって台湾海峡の「現状維持」を試
みようとするものである（清水 2019: 48-49）。
しかしこの試みは失敗に終わる。1954年 10月
半ばから蔣廷黻国連代表は、顧維鈞駐米大使、葉
公超外交部長と協議を始め、国連安保理停戦案に
よる試みを拒否すると結論付けた。なぜなら、国
連安保理停戦案に従うと、大陸沿岸諸島問題を国
連に委託することになるだけでなく、「現状維持」
の固定化を公言すれば中華民国政府が今後大陸反
攻を行うことができない状態に陥り、事実上「二
つの中国」15）を容認することにとなると考えたか

らであった（清水 2019: 49）。
10月 20日、顧大使は国連安保理停戦案の現状
維持の立場を受け入れることはできないというメ
ッセージを極東担当国務次官補ロバートソンに伝
えた（清水 2019: 49）。こうして、アメリカが提
起した国連による台湾海峡の停戦案は、現状の固
定化を望まない中華民国によって退けられた。結
果アメリカは、戦争回避を米華相互防衛条約によ
る中華双方の抑止に望みを懸けるしかなくなった
のである。

第 2節 米華相互防衛条約の締結

前節で述べた国連安保理停戦案と同時期に、ア
メリカは中華民国政府と米華相互防衛条約を結ぶ
方針を決定する。蒋介石による再三の相互防衛条
約の締結案への返事を先延ばしにしてきたアメリ
カ政府だったが、金門島への砲撃を受けて危機感
が高まったことで米華相互防衛条約締結への動き
が加速したのである。こうして 10月 28日、国家
安全保障会議において条約を締結する方針が固ま
った。米華相互防衛条約を締結するにあたり、ダ
レスはアメリカの中華民国に対する安全保障上の
約束はその地理的な適用範囲を曖昧にするべきと
した。これは、中華民国との同盟の締結によって
大陸沿岸諸島にアメリカが介入する可能性が高い
ことを中華人民共和国に見せつけつつ、台湾にお
けるアメリカの防衛範囲を曖昧にすることで、大
陸沿岸諸島を攻撃した場合、アメリカがいかに反
応するのかについて中華人民共和国を疑心暗鬼に
させてその軍事行動を牽制するという狙いがあっ
た（佐橋 2015: 46；清水 2019: 50）。
アメリカ政府が中華民国政府との米華相互防衛
条約について議論を進めている間、解放軍による
金門島への砲撃は収まりを見せていた（五十嵐
2021c: 47）が、11月 1日に解放軍が大陳列島へ
の攻撃を再開すると、中華民国との条約締結交渉
がさらに加速した。そして 12月 1日にアメリ
カ・国民党政府間の共同声明が発表され、翌 2
日、ワシントンでダレス国務長官と葉公超外交部
長との間で米華相互防衛条約が正式に調印され
た。
大陸反攻のための悲願であったアメリカとの相

───────────────
１４）冷戦下のアメリカが直面したジレンマの詳細につ

いては、佐橋（2015）がより詳細に取り扱ってい
る。

１５）中華人民共和国と中華民国のどちらかを「正統中
国」と考えるのではなく、それぞれを 1つの国家
であるとみなすこと。「一つの中国、一つの台湾」
もこれと同義。アメリカは「二つの中国」を推し
進めることで台湾海峡によって中華人民共和国と
中華民国の間に完全に線を引き、紛争を安定させ
ようとしていた。
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互防衛条約の締結にまでこぎつけた蒋介石は、こ
れによって台湾は大陸反攻の基地になったと日記
につづった（五十嵐 2021c: 47）。しかし、この
米華相互防衛条約では、条約の適用範囲とされる
中華民国の領土として明記されたのは台湾と澎湖
諸島のみであり、中国大陸沿岸部の諸島について
は条文に盛り込まれず「双方の共同協議によって
決定されたその他の領域」として、先に述べたよ
うに曖昧な表現に留められた。このように大陸沿
岸諸島が明記されなかったことを憂慮した中華民
国政府側は、12月 10日に葉公超とダレスの間で
署名された「ダレス＝葉公超交換文書」で、曖昧
にされた「その他の領域」について「米華相互防
衛条約第 6条で述べられている領域および、その
他の領域をともに有効に支配している」という文
章を付け加えた。
「米華相互防衛条約第 6条」とは、以下の通り
である。

第 6条（領土・領域の範囲）
第 2条及び第 5条の規定の適用上、「領土」お
よび「領域」とは、中華民国については、台湾
および澎湖諸島をいい、アメリカ合衆国につい
ては、その管轄権の下にある西太平洋の諸島を
言う。第 2条および第 5条の規定は、相互の合
意によって決定されるその他の領域についても
適用される。

これは、「その他の領域」に金門や馬祖などの
大陸沿岸諸島が含まれていることを暗に意味する
ためのものであった（五十嵐 2021c: 47；清水
2019: 50；戴 2001: 150）。
さらに、武力行使については、明らかに緊急性
が認められる自己防衛を除いては、すべてに事前
協議が必要とされ、また協議を経ることなくその
領域を超えて武力行使をした場合には条約が適用
されないという制限が設けられた（五十嵐 2021
c: 47；佐橋 2015: 46；戴 2001: 151）。この制限
は、中華民国が中華人民共和国に対して予期せぬ
軍事行動を起こした際に、アメリカが紛争に巻き
込まれないようにする狙いがあった。このように
アメリカは米華相互防衛条約をあくまで防衛的な

意味合いのものとして扱い、地理的な適用範囲を
曖昧にすることで中華人民共和国の「台湾解放」
を封じ、武力行使に関して締約国の合意がいると
して中華民国の「大陸反攻」を封じ、両国の武力
衝突を封じることで台湾海峡の現状維持を試みた
のである。

第 3節 危機の収束

米華相互防衛条約の地理的な適用範囲を曖昧に
することで、中華人民共和国による台湾解放にむ
けた軍事行動を抑制しようと狙ったアメリカであ
ったが、中華人民共和国はこの条約締結に反発
し、1955年 1月 10日、解放軍は大陳島周辺の島
嶼へ攻撃を開始し、18日には大陳島から北へ 11
㎞に位置する一江山島への上陸作戦を行い、20
日に一江山島は中華人民共和国の支配下となった
（戴 2001: 160）。これを受けてダレスは、大陳島
から国民党政府軍を完全に撤退させ、その代わり
に金門島を防衛する考えをアイゼンハワーらに伝
えた。台湾防衛のために重要度の低い大陳島を切
り離す代わりに金門の防衛を公言することで、中
華民国国軍の士気を維持しつつ、中華民国以外の
同盟諸国に危機を収束させるためのアメリカの姿
勢を示そうとしたのである（佐橋 2015: 47）。ダ
レスのこの提言は採用され、18日にダレス、19
日にアイゼンハワーが、それぞれの記者会見にお
いて大陳島と一江山島はいずれも台湾と澎湖諸島
の防衛に死活的に重要ではないと指摘し、大陳島
を放棄するアメリカの考えを示唆した（戴 2001:
160）。
しかし、19日午後にアメリカ政府から大陳島
の放棄と金門島の防衛協力を告げられた中華民国
側は、大陸反攻における大陳島の戦略的重要性を
強調し、撤退案を承服できなかった（戴 2001:
160-161）。また、馬祖の防衛については協力でき
ないという姿勢をアメリカが示したのも中華民国
が納得できなった理由の 1つと考えられる。しか
しこの金門・馬祖については、国家安全保障会議
で新たに馬祖も防衛地域に加えることが秘密裏に
決定された（清水 2015: 50；戴 2001: 161）。そ
して 29日、台湾海峡で紛争が起きた場合、アメ
リカ大統領に介入の決定権を委ねることを決めた
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「台湾決議」が可決された（五十嵐 2021c: 48；
戴 2001: 161-163）。これによって、台湾と澎湖諸
島の防衛についてはアメリカ大統領がより自由な
宣戦権を持つことになった。だが中華民国政府
は、この「台湾決議」において上述した金門と馬
祖について明言されなかったことに抵抗を示した
（佐橋 2015: 47；戴 2001: 164）。結局、台湾およ
び澎湖諸島の防衛について必要性が認められた場
合には金門・馬祖を防衛するというアイゼンハ
ワーの口頭了解を得て、中華民国政府は大陳島か
らの撤退を承諾した（五十嵐 2021c: 48；佐橋
2015: 47）。
大陳島からの撤退は 2月 6日から開始された
が、すでに制空権を失っていた中華民国国軍は自
力で大陳島からの撤退を行えず、アメリカ軍第 7
艦隊に擁護されながらの撤退となった（戴 2001:
164）。この作戦でアメリカ政府は第 7艦隊に敵と
戦わないように、極東空軍には撃たれるまで撃た
ないように指令を出した。これはアメリカによる
撤退作戦が中華人民共和国側に挑発ととられない
ように注意したためだったが、これに対し中華人
民共和国側も魚雷艇を大陳島海域から撤退させる
などの慎重な対応を見せた（戴 2001: 164）。
大陳島からの撤退は 2月下旬に完了した。しか
し危機は収まりを見せず、東南アジア出張から帰
国したダレスはアイゼンハワーに、金門と馬祖に
対する解放軍による脅威が高まっており、これら
の島嶼を中華民国に保持させるには核兵器が必要
であると提言した。アイゼンハワーもこれに同
意、3月 8日にダレスは台湾海峡での核兵器の使
用を検討している旨を公式の場で発言し、16日
にアイゼンハワーもダレスに同調する考えを明言
した（五十嵐 2021c: 48；佐橋 2015: 48）16）。
同時にアメリカ政府は、中国大陸沿岸諸島から
完全に撤退することを中華民国に要求し続けてい
た。沿岸諸島からの国民党政府の撤退後に海峡を
封鎖し、双方の兵力を引き離すことで休戦状態を
作り出そうとしたのである（佐橋 2015: 48；戴

2001: 166）。アイゼンハワーは 4月 20日、ラド
フォードとロバートソンを台北に派遣し、金門・
馬祖からの撤退と海上封鎖の策について説得を試
みたが、蒋介石はこれらの地域からの撤退を拒否
し、交渉は失敗に終わった（五十嵐 2021c: 48；
佐橋 2015: 48；戴 2001: 166）。
だがこの数日後、危機は大きく方向を変える。

4月 23日、中華人民共和国の周恩来がアジア・
アフリカ会議（バンドン会議）の場で、台湾海峡
問題についての平和的手段を主張、アメリカとの
戦争を望んでおらず、話し合いの用意がある旨を
発表した。アメリカは周恩来のこの声明に応じ、
中華民国抜きで中華人民共和国との交渉に挑むこ
とに決定し、こうして第 1次台湾海峡危機の緊張
は米中両国の交渉によって緩和されていったので
ある（五十嵐 2021c: 48-49；佐橋 2015: 48；戴
2001: 166）。

第 4章 エスカレーションが
回避された要因

本章では、第 1次台湾海峡危機で中華人民共和
国と中華民国が正面衝突することなく、危機が収
束した要因について分析する。そのために①アメ
リカ②ソ連③中華人民共和国をエスカレーション
回避のための主要なアクターとして分類し、第 1
次台湾海峡危機に対するそれぞれの政治的背景を
分析する。

第 1節 アメリカ

第 1次台湾海峡危機におけるアメリカの方針を
分析するにあたり、当時のアイゼンハワーの発言
に関する以下 2つの資料が重要となる。
まず第 1の資料は、アイゼンハワーの回顧録に
よるものである。1954年 9月 3日以降の中華人
民共和国による金門島への砲撃を受けて開かれた
特別会議で、ラドフォード、カーニー、トワイニ
ングは大陸沿岸諸島を確保すべき重要な軍事上の
理由17）があるため、アメリカはこれらの島を守る───────────────

１６）ダレスの核兵器に関する発言の背景について、核
兵器を使用した場合の民間犠牲者や核汚染につい
て十分な知見をダレスが持ち合わせていなかった
ことを指摘する意見がある（佐橋 2015: 48）。

───────────────
１７）この理由について、大陸沿岸における中華人民共

和国側の通信連絡を阻止できることが例として挙
げられている（アイゼンハワー 1965: 414）。
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ために国民党政府軍が大陸を爆撃するのを援助す
べきであると強調した。この結論に反対するアイ
ゼンハワーの主張が、彼の回顧録で次のように記
されている。

資料⑴ 「われわれはいま限定された小ぜり合い
の話をしているのではない。第 3次世界大戦
の瀬戸際まで行くかどうかの話なのだ。もし
われわれが中国を攻撃したら、朝鮮の時のよ
うに、われわれの軍事行動に限度を設けるこ
となんかできないだろう。（略）しかも、全
面戦争になったら当然考えられる敵は中国で
はなくソ連だし、そうなればソ連を攻撃しな
ければならなくなる」（アイゼンハワー
1965: 414）。

第 2の資料は、11月 1日の大陳列島への砲撃
再開を受けて開かれた国家安全保障会議の議事録
である。議事録では、会議でのアイゼンハワーの
発言が以下のように記録されている。

資料⑵ 「大統領は次のように述べた。われわれ
が共産中国との全面戦争について語ることい
うことは、すなわちソ連との全面戦争につい
て語るということを意味する。このことが明
らかになった以上、次に疑問となるのは、ア
メリカがこのような敵連合のどこに攻撃を仕
掛けるかということである。大統領は、これ
に関してはわからないが、中国大陸の沿岸諸
島ではないことだけは確かだ（略）と言っ
た」18）。

これら 2つの資料から、アメリカは当時の中華
人民共和国とソ連が一枚岩だとみなし、アメリカ
にとって中華人民共和国と衝突することはソ連と
の全面戦争を意味していたことがわかる。そして
アイゼンハワーは、第 1次台湾海峡危機をきっか

けにアメリカが中華人民共和国と正面衝突するこ
とで、ソ連との第 3次世界大戦へと発展すること
を危惧していた。その上でアイゼンハワーは、金
門島や大陳島という中国大陸沿岸諸島のために中
華人民共和国やソ連との全面戦争を引き起こすこ
とは望まなかったのである。
以上のことから、第 1次台湾海峡危機の際にア
メリカが最大に警戒していたのは、中華人民共和
国に大陸沿岸諸島を奪われることではなく、第 1
次台湾海峡危機をきっかけにソ連との第 3次世界
大戦へとエスカレートすることだったといえる。

第 2節 ソ連

第 1節では、アメリカがソ連との全面戦争を警
戒していたことをまとめたが、これに対し第 1次
台湾海峡危機時期におけるソ連の対米姿勢はどの
ようなものだったのであろうか。当時のソ連の方
針を知るには、国共内戦以降の中国共産党、建国
後の中華人民共和国とのやり取りが重要な手がか
りとなる。
まず第 1に、1949年 7月に劉少奇が訪ソした
際のスターリンとのやり取りである。劉少奇は、
スターリンに台湾解放作戦のためにソ連による空
軍と海軍の援助を要請した。これに対しスターリ
ンは、ソ連が台湾解放のために軍事支援を行うと
アメリカとの対立は避けられず、世界大戦勃発へ
のきっかけとなる。第 2次世界大戦で経済に打撃
を受け、国土も荒廃しているまま世界大戦を引き
起こすことを、ロシア国民は許さないだろうとし
て、劉少奇の要請を拒否した（青山 2007: 128；
下斗米 2005: 55；若林 2021: 64）。
第 2に、ソ連による旅順港租借についてであ
る。1945年 2月に成立したヤルタ協定でソ連は
旅順港租借権を獲得したが、中華人民共和国との
中ソ同盟締結交渉の際に、ソ連は旅順港からのソ
連軍の撤退を提案した。これに対し、毛沢東は台
湾解放へのソ連海軍の協力を求めてこの提案を拒
否したのである（下斗米 2005: 56；若林 2021:
64）。結果、1950年 2月に中華人民共和国とソ連
との間で中ソ友好同盟相互援助条約が締結された
時も、ソ連による旅順港租借は継続された。
しかし、1954年 9月 3日の中華人民共和国に

───────────────
１８）FRUS, 1952-1954, China and Japan, Vol. XIV, Part

1, Page.831. Foreign Relations of the United States,
1952-1954, China and Japan, Volume XIV, Part 1 －
Office of the Historian.（最終閲覧 2024年 1月 10
日）
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よる金門島砲撃で第 1次台湾海峡危機が発生する
と、約 1か月後の 10月 12日に中ソ間で「旅順撤
退共同コミュニケ」が締結された。これによって
ソ連による旅順港租借は終了し、1955年 5月末
には旅順港からのソ連軍の撤退が完了している。
以上のような中ソのやり取りから、ソ連がアメ
リカとの全面戦争を避けるために中国共産党、ひ
いては中華人民共和国との関係に制限をかけてい
たことがわかる。第 1ではスターリンは中国共産
党に対し、明確にアメリカとの衝突を望まない旨
を表明している。第 2では第 1次台湾海峡危機発
生後まもなく、ソ連政府は旅順港からソ連海軍を
撤退させることを決定している。これは、旅順の
租借を続けることで中華人民共和国の台湾解放作
戦に巻き込まれ、アメリカとの全面戦争に発展す
ることをソ連が危惧した結果であると考えられ
る。
ソ連は中華人民共和国による台湾解放をきっか
けとするアメリカとの対立激化を警戒していた。
アメリカだけでなくソ連側も、第 1次台湾海峡危
機に介入することで第 3次世界大戦へとエスカ
レートすることを望まなかったのである。

第 3節 中華人民共和国

金門島への砲撃により第 1次台湾海峡危機を引
き起こした中華人民共和国は、台湾解放作戦にお
いてアメリカの存在をどのように認識していたの
だろうか。台湾解放作戦へのアメリカの影響を読
み解くには、中華人民共和国政府の対米姿勢が重
要となる。
まず第 1は、1954年 9月 3日の金門島砲撃の
際に中華人民共和国政府がとった行動である。中
華人民共和国はアメリカが主導する SEATO で台
湾が国際的な承認を得ること、米華相互防衛条約
の締結によって大陸中国と台湾とが恒久的に切り
離されること、これらのアメリカの対中政策への
抗議の意思表示として金門島への砲撃を開始し
た。しかし、中華人民共和国はアメリカとの軍事
衝突は望まず、中央軍事委員会はこの砲撃はあく
まで政治目標であるとし、現地司令官に繰り返し
慎重な対応を求めた（佐橋 2015: 44）。
第 2に、中華人民共和国による大陳島解放作戦

についてである。第 1次台湾海峡危機勃発以前か
ら、大陳島を攻撃するためにまず一江山島を占領
するという作戦が立てられており、中華人民共和
国の空軍及び海軍は 1954年 9月 2日に大陳島攻
撃の準備を完了していた（青山 2007: 145-146）。
しかし、米華相互防衛条約の締結によって、毛沢
東は一江山島への攻撃作戦を今行うことが妥当か
を再考するように指示を出した。結果、一江山島
作戦は 1カ月遅らされて 1955年 1月 18日に行わ
れることになった。
第 3として、大陳島からの国民党政府軍の撤退
の際に中華人民共和国が国軍およびアメリカ軍に
とった対応である。1955年 2月 6日から行われ
た大陳島からの撤退は、アメリカ軍第 7艦隊と極
東空軍に擁護される形となったが、この際アメリ
カは中華人民共和国側を刺激する行動を避け、慎
重な姿勢で臨んだ。これに対し、中華人民共和国
側も魚雷艇を撤退させ、空軍も出動させないなど
の慎重な対応を見せた。
これら 3点から、中華人民共和国はアメリカと
の軍事衝突を引き起こさないよう慎重を期してい
たことがわかる。第 1では、中華人民共和国の中
央軍事委員会が明確にアメリカとの軍事衝突を回
避する意思を示している。第 2では、米華相互防
衛条約の締結を受けて、大陳島解放作戦を実行す
ることによってアメリカと衝突することを危惧し
た毛沢東によって、計画の時期について見直しが
行われている19）。また、大陳島解放作戦について
は、計画段階からアメリカとの直接戦争を引き起
こさないことが前提とされていた。これについて
は、1954年 8月 19日にアメリカ艦隊が大陳島に
寄港した際に毛沢東が出した指示が参考となる。
毛沢東は、アメリカ艦隊の大陳島寄港を受けて、
大陳島攻撃はアメリカ海軍及び空軍が大陳島にい
ない時期を確実に調査した上で開始するとし、こ
れができない場合はそもそも攻撃をしないよう指

───────────────
１９）見直した結果、この作戦は 1カ月後に実行されて

いるが、これはアメリカが米華相互防衛条約に持
たせた地理的適用範囲の曖昧性について、中国大
陸沿岸諸島のために介入することを望まないアメ
リカの消極性を中華人民共和国が読み取ったもの
と考えられる。
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示を出していた（青山 2007: 145）。さらに、一
江山島作戦についてはアメリカ海軍と空軍が公海
およびその上空で活動しているときは攻撃をして
はならない旨が作戦の規定として定められていた
（青山 2007: 146）。第 3では、国民党軍の大陳島
撤退に際してアメリカと中華人民共和国が互いに
衝突を避けるべく注意していたことがわかる。
以上のことから、アメリカの対中政策への抗議
として金門島に砲撃を加えるなどの軍事行動を起
こしてした中華人民共和国だったが、その実、ア
メリカとの軍事衝突を避けることに細心の注意を
払っていたことがわかる。よって、中華人民共和
国にとってアメリカは台湾解放作戦に大きな影響
を与える重要な存在であったといえる。

第 4節 その他

前節まででは、第 1次台湾海峡危機で中華人民
共和国と中華民国が正面衝突することなく危機が
収束した要因についてアメリカ、ソ連、中華人民
共和国を主要なアクターとして検討してきた。本
節ではこれら以外の追加的な原因として、危機収
束において①米華相互防衛条約②米中会談が果た
した役割についても考察する。

①米華相互防衛条約
第 1次台湾海峡危機のエスカレーション回避に
おける米華相互防衛条約の効力について、中華人
民共和国と中華民国の双方から確認する。

（ア）中華人民共和国
まず、米華相互防衛条約では中華人民共和
国の台湾解放を完全に抑えることはできなか
った。条約締結からおよそ 1ヶ月後の 1955
年 1月 10日、中華人民共和国は一江山島と
大陳島への攻撃を開始した。これは条約の地
理的な適用範囲を曖昧にすることで「アメリ
カはどこまで守るのか」という疑念を中華人
民共和国政府に抱かせ、台湾解放を抑制する
というアメリカの狙いに反する。
しかし、この攻撃を受けてアメリカが大陳
島からの国民党政府軍の撤退をさせたことで
米華相互防衛条約の防衛的な性格を見抜いた

はずの中華人民共和国20）は、それ以上攻撃を
仕掛けることなくアメリカとの交渉を持ち掛
けたのである。
一江山島と大陳島攻撃の際にアメリカが台
湾防衛のために出動しなかったことで、アメ
リカが大陸沿岸諸島への介入に積極的ではな
いことを認識したにも関わらずそれ以上戦域
を広げなかったという部分について、米華相
互防衛条約が効果的に働いたと考えられる。
つまり、アメリカの台湾防衛に対する行動に
矛盾があるとしても、戦域を広げることによ
ってアメリカが出撃せざるを得ない状況を作
りだすことは中華人民共和国政府の本意では
なかった。米華相互防衛条約の地理的な適用
範囲があくまで曖昧にされたことで、アメリ
カにとってどこからが実際の介入範囲なの
か、一江山島と大陳島はよくても金門島及び
その他の大陸沿岸諸島の場合はアメリカが出
撃しないとは限らない、という認識のもと大
陳島以降の戦域を拡大せずにアメリカとの交
渉路線に移ったと考えられる。

（イ）中華民国
米華相互防衛条約による中華民国の大陸反
攻抑止については、完璧にとまでは言えずと
も、おおよそ効果的に働いた。完璧ではない
理由としては、米華相互防衛条約が中華民国
の大陸反攻作戦を勢いづかせることになった
からである。アメリカにとって米華相互防衛
条約は、中華人民共和国による台湾解放を防
ぐだけでなく、中華民国による大陸反攻をも
抑えるという目的があった。しかし、米華相
互防衛条約の締結でアメリカという後ろ盾を
得た中華民国政府は、大陸反攻を実現させる
ために幾度も戦略を練り、アメリカに提出し
ていた。もっとも、アメリカはそれらの作戦
のうち、全面戦争に発展しないレベルのゲリ
ラ行動程度しか合意を取り付けようとはしな
かったため、中華民国はアメリカに不満を募
らせていくことになる。

───────────────
２０）中華人民共和国は米華相互防衛条約だけでなく台

湾決議についても、これらはあくまでも防衛的な
ものであると見抜いていた（戴 2001: 166）。
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だが、大陸反攻作戦を承認しないアメリカ
に対していくら不満を抱いても、大陸反攻は
アメリカの軍事力なしには実現しないという
ことをよく理解していた中華民国は、アメリ
カの合意なしに大陸反攻を実現しようとする
ことはなかった。こうしていくら本土上陸作
戦を建ててもアメリカは成功の見込みが低い
として合意を取り付けなかったため、第 1次
台湾海峡危機の際に大陸反攻を実現すること
は叶うことはなかった。このように中華民国
政府がアメリカに不満を抱きながらもその合
意を得ない限り大陸反攻を行わなかったこと
は、「中華民国の大陸反攻の抑止」という米
華相互防衛条約の担う役割が効果的に働いた
といえる。
以上（ア）（イ）で検討したように、中華
人民共和国による台湾解放と、中華民国によ
る大陸反攻をそれぞれ抑え込もうとするアメ
リカの狙いが込められていた米華相互防衛条
約は、部分的にその効力を発揮した。そして
その部分的に発揮された効力が第 1次台湾海
峡危機のエスカレーション回避に繋がったと
考える。
すなわち、中華人民共和国は大陳島以南の
より台湾に近い諸島を攻撃することを避け、
アメリカとの交渉へと踏み切った。また、中
華民国は大陸反攻の実現を試みるも、アメリ
カの合意を得られないまま軍事行動に移すこ
とはしなかった。これにより中華人民共和国
と中華民国が互いに衝突することがなかった
ため、アメリカとソ連は望まない軍事介入を
せずに済んだのである。

②米中会談
第 1次台湾海峡危機がエスカレートせず収束し
たことについて、米中会談が果たした役割を確認
する。
台湾の平和的解放と中国の平和統一を掲げてい
た周恩来21）は、1955年 1月 29日にアメリカで台

湾決議が可決されたことを受け、2月 3日に台湾
海峡の緊張緩和のために国際的な調停を歓迎する
姿勢を示した（青山 2007: 147）。そして 1955年
4月 23日、周恩来はアジア・アフリカ会議（バ
ンドン会議）の場でアメリカとの直接交渉を行う
意思があることを表明した。
周恩来による米中会談の提言については、アメ
リカ軍を台湾海峡から撤退させることで台湾の平
和的解放を行うという狙いと、さらにもう一つ、
中華民国のアメリカに対する不信感を煽るという
目的があった（青山 2007: 147；戴 2001: 166）。
米華相互防衛条約を締結したにも関わらず、アメ
リカ政府が一向に大陸反攻に同意せず、国連によ
る「二つの中国」を定着させようとしていること
に対する中華民国政府のアメリカへの不満を中華
人民共和国政府は見抜き、アメリカとの交渉を行
うことで両者の衝突をさらに拡大させようとした
のである（青山 2007: 147；戴 2001: 166）。
その後、アメリカは周恩来による提案に同意
し、米中両政府による大使級会談の場が設けられ
た。この会談は 1956年まで集中的に行われたが、
特に具体的な成果を収めることはなく対話の枠組
みだけが残されていく（青山 2007: 148；佐橋
2015: 48）。成果を挙げられなかった原因は、台
湾海峡における軍事手段の不行使を求めるアメリ
カと、台湾海峡におけるアメリカの不関与を求め
る中華人民共和国が互いに譲歩できなかったこと
にある（佐橋 2015: 48）。このような実際の米中
会談の成果はともかくとして、周恩来による米中
会談の提唱によって第 1次台湾海峡危機は収束へ
と向かった。
以上から、中華人民共和国が米中会談を呼びか
けた背景としては台湾解放を実現させるための手
段であったといえるが、結果的に第 1次台湾海峡
危機をエスカレートすることなく収束に向かわせ
た重要な一因であったことがわかる。
なお、アメリカは大陳島からの国民党政府軍撤
退後、1955年 3月には核兵器を中華人民共和国
への威嚇の手段として用いていた。このことか
ら、周恩来からの米中会談の提案はアメリカの核
抑止が効果的に働いたとも受け取れるが、アメリ
カの核兵器による威嚇が中華人民共和国政府に及

───────────────
２１）あくまで台湾解放実現のために、脅威となるアメ

リカ軍を台湾海峡から撤退させる手段として平和
路線へと移行したに過ぎない（青山 2007: 147）。
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ぼした影響については詳細を確認できていないた
め、ここでは深く言及しない。

第 5章 結論

本稿では、台湾海峡危機が全面戦争へと発展し
なかった要因について、第 1次台湾海峡危機を対
象に分析してきた。第 1章では、第 1次台湾海峡
危機勃発までのアメリカの対中政策を整理し、ア
メリカが中国の国共内戦に深く結びついているこ
とを明らかにした。第 2章では、第 1次台湾海峡
危機におけるアメリカ、中華民国、中華人民共和
国の関係をアメリカ側の視点を軸にまとめた。第
3章では、第 1次台湾海峡危機が全面戦争へとエ
スカレートしなかった要因について、①アメリカ
②ソ連③中華人民共和国を主要アクターとして分
析し、さらに米華相互防衛条約と米中会談が危機
収束に際して果たした役割を検討した。
これらについて整理していく中で、アメリカと
中華人民共和国の間で次のような誤解が見受けら
れた。
第 1に、台湾海峡における対立に巻き込まれる
ことを恐れていたアメリカには中華民国と防衛条
約を結ぶ気がなかったにも関わらず、中華人民共
和国がこれを警戒したことである。SEATO への
警告と合わせて金門島に砲撃を加えた結果、アメ
リカ政府の危機意識が高まり、中華人民共和国の
狙いに反して米華相互防衛条約締結への動きが加
速した。
第 2は、アメリカが中ソを一枚岩だとみなして
いたことである。実際は、ソ連は台湾海峡に介入
することでアメリカとの正面衝突に発展すること
を恐れて中華人民共和国との関係に制限を設けて
いた。中ソは決して一枚岩などではなく、アメリ
カの警戒とは裏腹に中華人民共和国は自力で台湾
解放に臨むしかなかったのである。しかし、アメ
リカは中ソを一枚岩だとみなし、中華人民共和国
と軍事的に衝突することはソ連と衝突することと
同義だとみなしていた。
以上のことから、中華人民共和国とアメリカが
互いの方針を正しく把握できていなかったことが
指摘でき、さらに第 1の誤解については実際に第

1次台湾海峡危機勃発への直接的なきっかけとな
っている。
では、このような誤解のうえで実際に危機が生
じたにも関わらず、なぜ第 1次台湾海峡危機は全
面戦争へと至らずに収束することができたのだろ
うか。いくら両者が互いに全面戦争を望んでいな
かったとしても、危機が勃発してしまったからに
はエスカレートを回避して収束させることは容易
ではないはずだ。意識的に避けようと思うだけで
避けることができるのでは世界から戦争は既に消
えているだろう。
このような疑問を掲げて検証した結果、第 1次
台湾海峡危機が全面戦争へと発展しなかったファ
クターとして、次の 3点が挙げられる。

A）第 1次台湾海峡危機に軍事介入して第 3次
世界大戦を引き起こすことを望まなかったア
メリカとソ連が、それぞれ中華民国の大陸反
攻と中華人民共和国の台湾解放を抑制したこ
と。

アメリカとソ連は、第 1次台湾海峡危機を
きっかけとして台湾海峡の争いに巻き込まれ
ることで第 3次世界大戦が勃発することを互
いに危惧しており、これを避けるためにそれ
ぞれ中華民国の大陸反攻と中華人民共和国の
台湾解放を抑制するべく行動した。
具体的には、アメリカは米華相互防衛条約
によって中華民国がアメリカの合意なしには
大陸反攻を行えないようにし、また大陳島か
ら国民党軍を撤退させることで中華人民共和
国との直接戦争を避けた。対するソ連は、台
湾解放における海軍及び空軍による援助を求
めてきた中華人民共和国に対してこれを拒
み、さらに金門島砲撃以降は旅順港からソ連
海軍を撤退させた。

B）中華人民共和国とアメリカが互いに正面衝
突を避けるために慎重に行動したこと。

ソ連軍による援助を見込めず、独力だけで
台湾解放に努めるしかなくなった中華人民共
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和国であるが、対する中華民国にはアメリカ
がついていた。中国大陸沿岸諸島に対するア
メリカの防衛意欲が低かったとはいえ、中華
人民共和国は当時のアメリカの方針を正確に
探ることはできなかった。よって、中華人民
共和国はアメリカの動向に対して慎重になら
ざるを得なかったのである。
また、アメリカも中華人民共和国との直接
戦争はソ連との対戦と同義であるとみなして
いたため、中華人民共和国によって大陳島に
砲撃を加えられたとしても報復行動にでるこ
とはなく、中華民国国軍を撤退させるなど慎
重に行動した。しかし、中華民国の防衛を怠
ることはその他の同盟国からの信頼性を失っ
てしまうため、撤退の引き換えに金門島、馬
祖島に対する防衛を表明しなければならなか
った。

C）米華相互防衛条約が中華民国と中華人民共
和国それぞれを抑制する効果を一部発揮した
こと。

アメリカは、米華相互防衛条約に中華民国
の大陸反攻と中華人民共和国の台湾解放を相
互に抑制する策を練りこんだ。
アこの狙いは、完璧にはいかずとも 1部効
果を発揮したといえる。なぜなら、大陳島か
らの国軍撤退を受けてこの条約の防衛的性格
を見抜いたはずの中華人民共和国は、しかし
それ以上戦域を拡大することなく米中交渉の
提案へと至ったからである。また、米華相互
防衛条約の締結を受けて大陸反攻計画に勢い
を増した中華民国も、アメリカからの合意な
しには実際に行動を移そうとはしなかった。

以上の 3点から、第 1次台湾海峡危機が全面戦
争へと至らずに収束することができた要因は、ア
メリカ、ソ連、中華人民共和国がそれぞれの政治
的事情に基づき、危機のエスカレーション回避の
ために最大限の努力をしたことだといえる。これ
らの努力の中には、効果なしで終わったり、意図
せずエスカレーションの要因になりうるものもあ

った。しかし、これらすべての努力が相互に作用
した結果、アメリカとソ連を巻き込んだ第 3次世
界大戦の発生という最悪のシナリオから無事に逃
れることができたのである。
なお、中華民国が大陸反攻を行わなかったこと
については、自身の意志によるものではなく、米
華相互防衛条約によってアメリカに抑止された結
果であると考えるため、第 1次台湾海峡危機のエ
スカレーション回避のファクターには数えない。
では、第 1次台湾海峡危機によって全面戦争寸
前まで緊張が高められたアメリカ、中華民国、中
華人民共和国の 3国にとって第 1次台湾海峡危機
とはどのような意味を持つものだったのだろう
か。
まず、アメリカにとってはソ連との全面戦争を
勃発させる危険を孕みつつ、しかしそれを避ける
ために軍事介入をしない姿勢を貫くと、同盟国か
らの信頼性を失うというジレンマに苛まされる問
題だったといえる。このジレンマによって、全面
戦争回避と同盟国の信頼性の維持という 2つ目標
を同時に追及するためにアメリカはあらゆる手段
を講じなければならなかった。
次に中華人民共和国にとっての第 1次台湾海峡
危機は、結果的に一江山島と大陳島を獲得する機
会となった。しかし、米華相互防衛条約の防衛的
性格を確かめ、アメリカと中華民国の矛盾を抱え
た関係性も見抜いた上で、米中会談を持ち掛け
た。このことから、中華人民共和国が台湾を支配
するために軍事的な手段を行使することを厭わな
かったとしても、それはあくまで内戦の範囲であ
り、万が一にもアメリカが介入して国際戦争へと
発展することは望まなかったことが伺える。
最後に、中華民国にとっての第 1次台湾海峡危
機は、念願の米華相互防衛条約を結ぶきっかけと
なったが、この危機に乗じて大陸反攻を行おうと
する目論見はことごとくアメリカに拒絶されるこ
とになった。第 1次台湾海峡危機勃発の際は大陸
反攻の絶好のチャンスとして捉えられていたので
はないだろうか。しかし、米華相互防衛条約を締
結したものの、結果としてはかえって大陸反攻を
抑止されることになり、アメリカに対して不満を
募らせていくことになった。
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ここまで、冷戦期の米中対立のエスカレーショ
ン回避について第 1次台湾海峡危機を対象に分析
してきた。本稿を終えるにあたり、同危機のエス
カレーション回避を、より広く冷戦構造の中に位
置づけたい。
中国大陸における「正統政府」をめぐる中華人
民共和国と中華民国の争いは、アメリカとソ連に
よって抑制され、両者は台湾海峡によって分断さ
れたまま固定化された。互いを打ち負かすパワー
を得るために冷戦という国際状況を利用しようと
した中華人民共和国と中華民国であったが、この
ように自らを冷戦構造の中に位置づけようとする
こと自体が、紛争による国際社会の不安定を嫌
い、介入によって安定をもたらそうと拡大する冷
戦の性質が表れた結果といえるのかもしれない。
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